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区　　　　分 従業?@数 給与額 従業?@数 給与額 従業?@数 給与額
































































































































































































































































































































































































平均311，300一　　　274，500 一　　　228，000 一　　　262，000一　　　139，100 一　　　207，300 一　　213，　800
19歳以下
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～44歳
55歳以上
165，000　　　57．8
230，400　　　80．7
285，500　　100．0
310，300　　108．7
324，800　　113．8
327，700　114．8
321，800　112．7
312，600　　109．5
225，900　　　79．1
1 3，000　　　71。7
223，700　　　87．6
255，400　　100．0
275，000　　107．7
283，500　　111．0
287，800　　112．7
83，100　　110．8
275，400　　107．8
249，700　　　97．8
165，900　　　75．O
l93，900　　　87．6
221，300　　100．0
236，400　　106．8
246，800　　111．5
245，500　　110．9
239，500　　108．2
227，800　　102．9
200，600　　　90．6
118，500　　　56．6
167，700　　　80．0
209，500　　100．0
247，400　　118．1
282，700　　134．9
299，700　　143．1
298，100　　142．3
293，500　　140．1
228，600　　109．1
103，400　　　79．2
122，700　　　94．0
130，600　　100．0
137，400　　105．2
143，200　　109．6
149，100　　114．2
158，600　121．4
166，100　　127．2
151，400　　115．9
134，000　　　70．9
161，100　　　85．3
188，900　　100．0
208，300　110．3
224，800　　119．0
220，800　　116．9
222，300　　117．7
224，000　　118，6
179，000　　　94，8
115，200　　　59。4
157，200　　　81．0
194，000　　100．0
221，400　　114．1
244，800　　126．2
254，200　　131．0
243，100　　125．3
245，000　　126．3
205，200　　105．8
????（??）
〔資料〕全国トラック協会『トラック運輸事業の賃金実態』
いは望ましい場合のあること，そしてタクシ
ーほどではなく，また作業の性質もちがうが，
トラック運送についてもその効果が期待され
る場合のあることは，考慮されるべきであろ
う。問題は歩合給が必要あるいは望ましいと
される条件，およびその適正率の決定であろ
う。
　トラック運送の賃金体系のもつもう一つの
顕著な特徴は年功給的性格が弱いことである。
前掲全ト協資料によれぽ，トラック労働の主
要職種の初任給（19歳）と年齢的にみての最
高給（40～45歳，普通運転者のみ45～49歳）
との比は大型運転者2．13，普通運転者1．62、
荷扱手1．70，事務員（男）1．88である。これ
に対し，労働省調査による全産業男子労働者
平均給与でのこの年齢層の給与比は，2．28で
ある。トラック事業の平均規模の小さいこと
を考慮して全産業のうち「10～99人」の企業
規模のみを抽出してみても2．11である。
　このようにトラック労働の賃金の年齢別格
差は他の産業にくらべて小さい。多くの場合，
ピークは「45～49歳」であるが「35～39歳」
ですでにピークに近い水準に達して，その後
はほぼ横ぽいになってしまう。普通車の運転
者では「45～49歳」の層ではむしろ低下の傾
向さえうかがわれる。要するにbラック労働
賃金の年功カーブは，他の終身雇用・定着型
産業の賃金のそれとくらべて，上昇角が小さ
く，ゆるやかな山型を画いているのである。
　賃金の規模別格差はほとんどないとみてよ
い。大型運転者についてみると「30～99人」
の規模よりも，「100～299人」の方が低い場
合がある。またより大きい規模（300人以上）
についても大型運転者の賃金格差（30～99人
にくらべて約15％）は全産業平均の20％より
も少ない。このような賃金の規模別格差の不
明瞭性は事務員（男子）をふくめてトラック
労働すべての特徴であるが，これは昔からの
歴史的傾向であるといわれている。
　ただし，以上はきまって支給される給与に
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ついてであって，賞与については顕著な規模
格差がある。この点は他産業よりも著しいと
いえる。　（全国トラック協会調査）
　賃金の地域別格差は路線トラックについて
はみられない。路線はたとえぽ東京に本社が
あっても大阪や仙台に支店がおかれている。
逆に仙台に本社があって大阪や東京に支店が
ある場合もある。互いに相互乗入れが行なわ
れている関係もあって，労働力の給源および
作業の行なわれる地域は必ずしも本社の所在
地とは一致しない。所在の地域そのものを実
質的に限定しにくいことになる。しかし地域
トラックは当然，その所在し操業する範囲が
実質的に限定されるので，地域格差は比較的
はっきりしている。
　退職金制度は一応制度としては整備してい
る。路線では90％強，区域でも80％以上の企
業が退職金制をもっている。しかしその額は
たとえぽ25年勤続の運転者で200～240万の程
度であり一般産業にくらべてかなり低い。
　以上すべてのトラック事業の賃金にっいて
の特徴は，我が国の他の一般産業のそれとく
らべてかなり顕著な独自性をもつものといえ
よう。トラック労働の中心職種である運転者
が特殊技能を要求される青壮年男子の適職で
あって，終身雇用・定着型を基本とする他の
産業の雇用形態とちがう独特の横断的労働市
場を形成していること，したがって流動性が
強く，労働条件の均一化の作用が年齢，企業
規模，地域などの差を超えて働いていること，
中小企業としての労働条件の制約がこれに重
なっていることなどの諸点をうかがうことが
できるであろう。
6労働組合
　5ラック事業の労働組合は，総評系に属す
るものに全日通労働組合，運輸一般労働組合
（全日本運輸一般労働組合，以前は全自運と
称した），自運労（日本自動車運転士労働組
道路運送労働の現状と問題点（佐竹）
合があり，同盟系には交通労連（97，000人）
があるが，これにはバス，タクシー・一・も加入し
ている。トラック関係はこのうちのトラック
部会という組織に入っている。
　以上の他に運輸労連（元全貨運）がある。
これは運輸一般労組（元全自運）と以前は一
体であったがその後分れて総評を脱退したも
ので，現在では最大の組合（136，000人）で
ある。
　以上のうちで自運労は他と性格を異にして
いる。日雇運転者の組織のようなもので，職
業安定事業的な機能を果たしている。運転者
が急に不足した場合にこの自運労に連絡する
と臨時に労働力を調達できる。企業別組合で
はなく職能別組合の性格をもっており，加入
者は企業に雇用されていない自由な運転者で
ある点で他にくらべてきわめて異質であるが，
国労，私鉄総連，運輸労連などの大組合とな
らんで全交運14組合の中に入っている。
　このようにかなり大きな組織を形成してい
る組合がいくつかあるが，トラック労働者は
ぎわめて数が多く，中小企業の従業員が多い
ために組織率は低い。東京都で約10％と推定
されるが，全国ではこの率を下回るとみられ
ている。54年の全産業の推定組織率は31．6％，
業種別にみて低率なのは，農林水産21．1％，
建設業16．8％，卸小売9．6％，サービス業21．5
％などであるが，これらと比較してもトラッ
ク事業の労働組織率の低さがわかる（労働省
調査）。完全ではないにせよ主要職種に横断
的労働市場が成立していながら，自運労を除
いては企業別組合とその連合体の形をとって
いることが，低い組織率と関連しているよう
に考えられる。
　開放的な労働市場で流動性が高く組織率が
低いような場合，組合に加盟しない労働者の
存在は，労働者の福祉と労働条件改善を目ざ
す労働組合の運動を強く制約する。特に産業
構造が不安定で，市場が多数の中小企業の過
当競争下にあり，一方ではまた重層的な下請
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企業が多く存在するような場合，労働組合は
この産業構造そのものを改善する政策に関心
をもたざるをえない。国家や自治体によるそ
のような政策の樹立と実施に強く介入するこ
とは道路運送業の労働組合のとらなければな
らない姿勢といえる。このような組織面での
脆弱性を克服するためにより大きな課題に取
り組まなけれぽならない矛盾は，トラックの
みならず道路運送業の労働組合に共通の問題
である。
7　トラック運転者の意識
　「営業用トラック運転者の意識調査」（昭和
48年，全国運輸事業研究協議会）にみられる，
平均的なトラック運転者像ともいうぺきもの
は以下のようである。
　年齢は20歳代（51．9％），30歳代（33．4％）
で85％を占める。40歳代（11．8％）で激減し
ているのは，はげしい労働と体力の限界を思
わせるが，同時にまた他のより適した職種
（バスやハイタクの運転をふくむ）への転職
の可能性もありうることを示唆している。勤
続年数は，3年以下が計59．2％を占め，4年
以上は激減するが10年以上の層が13．9％ある
ことから，ある年数（3～4年か）以上定着
した者は定着可能性の高いことが推定される。
運転者としての経歴は10年以上（27．6％）が
最も多く4～5年（14．9％）が少ない。中堅
といえる経験者が不足しているようにもみえ
るが，全体として運転者という職業そのもの
への定着性がかなり高いこと（積極面では後
にみるように技能が特化するとともに仕事へ
の愛着が強くなること，消極面では他職種へ
の転職先を見つけることが困難なこと）がう
かがわれる。
　前歴は50．4％が運転者経験あり，その中で
36．4％は自家用，14．2％は営業用よりの転職
者である。前述のようにバスやハイタクから
の転入はきわめて少ない（計3．3％）。運転と
いう仕事を選んだ理由は「運転が好きで」
（40．5％），「外をとび回ることが好きで」（13．8
％）のように仕事そのものの魅力をあげるも
のが過半数となり，「手軽に金がかせげる」
（12．1％），「ほかに適当な仕事がない」（14．4
％）のように適職を見出せない限界労働力の
プールとしての消極的な雇用機会よりも多く
なっている。しかし後者も合せて25％を越え
ることは，運転者の労働市場の特徴として注
意を要する点であろう。
　手軽な収入源としての魅力が運転者という
職業を多様な雑多な給源からの余剰労働力の
プールとしているという見方は，特にトラッ
クやタクシー労働についての世俗的常識とな
っている。この点について上述の数字と合せ
て，次の「運転という仕事は他の仕事にくら
べて割のよい仕事と思うか」という問に対す
る答は一つの示唆を与える。この答は「金に
なると思う」（6．9％），「まあまあだと思う」
（39．1％），「あまり金になるとは思わない」
（34．9％），「この程度の仕事ならいくらでも
ある」　（11．5％）のように肯定と否定が相半
ぽしている。しかし現在その仕事についてい
る場合に収入の主観的評価はどうしても過少
の方向に傾くと思われるので，そのことを考
慮に入れるとやはり運転者は手軽に金の入る
仕事としての魅力も少なくないといえるので
はないだろうか。
　トラック労働の最大の特徴は，上にみたよ
うに労働時間の過長と不規則性に表わされる
労働強度の大きさである。これについて，こ
のアンケートの答は以下のようである。肉体
的疲労度の自覚について，「まったく疲れな
い」（2．6％），「疲れるというほどではない」
（14．7％），「ある程度疲れる」（48．9％），
「とても疲れる」（30．0％）。また精神的疲労
度の自覚については，それぞれ，（1．4％），
（8．2％），（41．6％），（44．2％）である。明ら
かに両者を通じて強い疲労感がうかがわれる
が，肉体的疲労については，「ある程度」の
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方が「とても」より多く，精神的疲労ではそ
れが逆になっている点が注目される。
　ここで問題なのは，このような疲労の強さ
が過長労働時間に対する不満の形で現われて
いないことである。現在の労働時間について
どう考えるかとの問に対して，「一般社会に
くらべてそれほど多いと思わない」（23．1
％），「一般社会にくらべて多いが仕事の性質
上仕方がない」　（45．7％）のように消極的な
肯定をふくめて長時間労働を容認するものが
約70％に達している。「一般社会にくらべて
長い労働時間を積極的にへらす必要がある」
とするものは28．8％にすぎないのである。
　休日勤務についての答えもこれと同じよう
な問題をふくんでいる。　「休日勤務（代休な
し）を月何回までならがまんできるか」の問
に対し，「1回もやりたくない」（26．1％）
はよいとしても，がまんできる限界「1回」
（29．4％），「2回」（25．1％），　「3回」（8．9
％）を合計すると63．4％になる。
　労働時間と休日についてのこのような態度
の原因には，トラック労働者一般の意識の低
さ，過当競争下の中小企業の労働条件の低さ
についてのあきらめ，一時の腰かけ的な仕事
という考え方，統計的セこはそれほどでなくて
も実質的には軽視できない歩合給的な給与部
分の魅力，顧客の要求や社会的責任に制約さ
れる作業の質的な特徴の漠然とした認識など
が考えられるのだが，そのうちのどれを重視
すべきかは，この調査部分だけからは確認す
ることはむずかしい。
　最後に就職先の企業の選択基準について指
摘したい。最も多いのは「友人・先輩などに
すすめられた」（20．9％），次いで「なんとな
く」（18．0％），「通勤に便利」（11．9％），「仕
事の内容が自分に適している」（11．2％），
「会社の将来性」　（8．6％）とつづく。　「給与
が多い」　（4．7％）は第8位，「有名だから」
（2．0％）第11位，「仕事がらくそうだから」
（2．0％）（同），「労働時間が短い」　（1．7％）
道路運送労働の現状と問題点（佐竹）
第13位である。
　他の産業に属する企業，特に終身雇用的性
格の強い大企業を就職先とする場合との著し
い差異は，企業の安定性・将来性にっいて，
および労働条件についての関心がそれほど強
くないことであろう。就職先の選択に際して
トラック運転者がその企業の規模や知名度に
ついてほとんど無差別に行動することは，業
界では常識的事実のようであり，これについ
ては種々の事例が伝えられている。また労働
条件について関心が稀薄のようにみえること
も先に述べたような理由の他に，横断的労働
市場がやや不完全ながらも成立していて労働
条件の企業間格差が少ないこと，企業間移動
カミかなり自由で就職先の選択に失敗してもや
り直しが可能なことなどが強く影響している
とみられる。
　以上のようにこの意識調査の結果から浮び
上ってくる平均的・典型的なトックラ運転者
のイメージは，他の一般産業の労働者のそれ
とはかなりちがっている。特にその流動性と
労働条件とに特徴があることは，種々の点に
ついて指摘することができる。
8　その他の問題点
　（1）労働時間の規制
　トラック労働では労使ともに労働時間の意
識が明瞭でない傾向がある。作業量の単位は
仕事すなわち輸送作業の数であって時間では
ない。一ヵ月の給料の額は答えられても労働
時間を問われるとすぐには答えられない従業
員が少なくないといわれる。特に区域トラッ
クのように注文生産的な輸送を行なう場合に
この傾向が強い。仕事の性質が個別にちがい，
共通の単位に引き直して考えにくいからであ
る。
　この傾向に多数企業の市場拡大の競争と労
働力不足の条件が加わるとき，労働時間は過
度に延長され，労働強化の弊害が鮮明に現わ
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れる。高度成長期初期のいわゆる神風トラッ
クはこの傾向を代表するものであった。
　昭和42年に労働省から出された「2．9通達」
はこの傾向を抑止する意図をもつものであっ
た。すでに30年代の前半から残業手当不払に
関する労働組合の提訴などの形でこの矛盾と
弊害は少しずつ顕在化していたのだが，トラ
ック輸送の急激な膨張とともに事故の多発な
どが社会の関心を惹くようになり，種々の部
分的な通達の形でなされた行政による介入が，
一つの総合された結論となったのが，この
2．9通達であった。
　2．9通達はILOの第51号覚書にもとつく
ものであるが，その考え方の中心となるのは
実作業時間概念の確立と時間外労働の規制で
ある。要するに，放漫になりがちな労働時間
の概念を確定した上で，その過長化を抑止す
ることを意図したものである。
　しかし，当初の意図に反してこの通達はあ
まり守られていない。52年1～12月の東京基
準局の立入検査では41％の事業所で違反例が
発見されたといわれる。54年には76％の違反
例がみられたとの報告もある。しかし細部に
ついての違背例は多いがその主旨は漸次業界
に浸透していることを主張する識者もある。
　54年12月に出され本年4月実施された，い
わゆる新2．9通達（27通達）は，旧通達を補
正して労働時間のより有効な規制を意図した
ものといえる。それはトラックの労働時間の
内容について，従来の「実作業時間」を「拘
束時間」「運転時間」「運賃運転時間」に三
分し，それぞれ13時間，8時間，9時間と具
体的に細かく規定している。そしてこれを守
れば当然要員増となり，中堅クラスの路線業
者で経常利益が30％減となるとみられている。
　以上のような2回の労働省の通達を中心と
するトラック労働への行政の介入の意味を考
えるとぎ，次の2点を指摘しうるであろう。
（1）トラックの労働時間の考え方には一般産
業と異質の部分があり，産業構造と市場条件
から個別企業の自己規制の効果があまり期待
できず，社会的な視点から行政の介入を必要
とすること，（2）行政による規制の効果も短
期に大きくは期待できないが，努力目標とし
ての役割を期待すべきこと。この場合でも他
の多くの場合と同じように建前としての法的
規制は一つの標準値を示すものであって，現
実はその周辺に一定の幅の範囲内で分散して
いるのであり，この幅をできるだけ縮小しか
つ安定させることが行政指導の機能であるこ
とは変わりがない。ただトラック業界の体質
として他にくらべてこの幅が大きくかつ不安
定である点に問題があるといえる。
　（2）分業の限界と職務拡大
　時間の問題をはっきりさせることと関連し
て，作業内容による分業化をはっきりさせる
ことが合理的管理の一つの課題となる。たと
えぽ運転と荷役の場合，これは互いに異質の
作業である。そして運転は程度の差はあるが
熟練技能労働であるが，荷役は熟練による生
産性の差はあるにぜよ，原則として不熟練労
働に属する。しかも荷役は機械化が可能であ
る。そこでこの両者を分離することによって
労働時間を短縮し省力化を進め生産性を高め
る方針を実施した事例が報告されている。し
かしその結果は必ずしも成功したとはいえな
い。分離したために仕事の連続性が断絶して，
荷物の紛失事故が増加する現象が生じたとい
うのである。
　運転と荷役が同一の従業員の分担であれば
荷物の性質，取扱い上の注意などが運転者の
意識に把握されていて，それが責任感と結び
ついていたのだが，荷役分離によって意識が
変化し運転だけに専念して他を顧みない考え
方に徹しすぎた結果生じた問題と見なされて
いる。
　この問題も分業化の過程での作業管理の欠
陥によるもので，荷役と運転との結合点の管
理を合理的に行なうことによって解決するも
のかもしれない。しかし他の側面から考える
と，特に区域トラックによる注文生産的輸送
のような場合，作業は定型化しにくいから，
両者の分離はかえって管理を複雑にし，延労
働時間の短縮や省力化の効果を期待できない
かもしれない。輸送，特にトラック輸送には
一貫作業を行なうことによってのみ生産性と
サービスレペルを維持しうる場合が少なくな
いのである。
　この間題はまた，「職務拡大」job　enlarge・
mentの考え方とも関連する。仕事のもつ単
調感と反復性を軽減するために高次の，ある
いは同一レベルの仕事を兼務して作業に変化
をもたせる管理法の適用例の一つになるので
はないだろうか。この意味で，合理化即分業
化の考え方を過度に推進するのは正しくない
と考えられる。
（注）本稿は『学習院大学経済論集』7巻2号
　（1971年）所収の「道路運送労働の動向と問
　題点」の続篇の一部である。引用事例の主
　要部分は運輸経済研究セソター「交通労働
　の9WL」研究委員会における大和運輸社
　長小倉昌男氏の談話および「全国トラック
　協会」提供の資料による。
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